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１－１ 神奈川県の総人口（１月１日現在）の推移         【神奈川県人口統計調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 神奈川県の人口増減率（１月１日現在）の推移       【神奈川県人口統計調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県の人口は増加が続き、2009年７月に900万人を突破しました。 

2013年１月１日現在の人口は、907.3万人となっています。 

神奈川県の人口増減率は緩やかな低下傾向にありましたが、2010年を境に急激に低下し

ています。これは、社会増減率が低下したことによるものです。 
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１－３ 地域政策圏別の人口増減率（10月１日現在、1995年比）の推移 

  【神奈川県人口統計調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 神奈川県の年齢構成比率の推移              【神奈川県年齢別人口統計調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの地域政策圏別の人口増減率は、川崎・横浜地域圏、県央地域圏、湘南地域圏は増

加していますが、三浦半島地域圏、県西地域圏は減少しており、地域間の差は広がる傾

向にあります。 

神奈川県の年齢構成比率は、65歳以上の老年人口の割合が増加し、15～64歳の生産年齢

人口の割合が減少しています。 
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２－１ 2020年東京オリンピック開催                【東京都報道発表資料】 

 

 

 

 

◆2020年大会開催に伴う経済波及効果（生産誘発額）は、東京都で約1兆6,700億円、その他の地

域で約1兆2,900億円、全国総計で約2兆9,600億円。 

項目 東京都
その他の
地域

全国

生産誘発額 16,753 12,856 29,609

付加価値誘発額 8,586 5,624 14,210

雇用者所得誘発額 4,687 2,846 7,533

（単位：億円）

 

◆2020年大会開催に伴う雇用誘発数は、東京都で約84,000人、その他の地域で約68,000人、全国

総計で約152,000人。 

雇用誘発数

東京都 83,706

その他の地域 68,496

全国 152,202

（単位：人）

 

 

２－２ 環太平洋パートナーシップ(TPP)への参加            【内閣官房公表資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都の試算では、東京オリンピック開催に伴う経済波及効果は、2013～2020年の７年

間で、約３兆円、雇用誘発数は約15万人（東京都及び全国）となっています。 

TPPによる関税撤廃の経済効果は、内閣官房の試算によると、GDPは0.66%増加、3.2兆円増

加するものの、農林水産物生産額は3.0兆円減少することが見込まれています。 

オリンピック 

2020年7月24日～8月9日 28競技 

パラリンピック 

2020年8月25日～9月6日 22競技 
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２－３ 新興国の所得層別人口の推移                     【通商白書2011】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※中国、香港、韓国、台湾、インド、インドネシア、タイ、ベトナム、シンガポール、マレーシア、フィリピン、パキスタン、
トルコ、アラブ首長国連邦（UAE）、サウジアラビア、南アフリカ、エジプト、ナイジェリア、メキシコ、アルゼンチン、ブ
ラジル、ベネズエラ、ペルー、ロシア、ハンガリー、ポーランド、ルーマニア 
※所得層の区分は、世帯年間可処分所得が、35,000ドル以上を富裕層、15,000ドル以上～35,000ドル未満を上位中間層、
5,000ドル以上～15,000ドル未満を下位中間層、5,000ドル未満を低所得層としている。 

 

２－４ 新興国への資本流入                        【通商白書2011】 

 

 

1995年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年

中東北アフリカ 13.2 4.5 20.9 21.7 36.9 38.2 

サブサハラアフリカ -3.6 0.0 2.5 11.6 -75.3 -40.2 

中南米 60.4 66.7 46.8 104.3 131.1 137.8 

新興国アジア 94.3 -7.8 90.0 280.7 169.7 125.2 

中・東欧 24.2 31.5 101.9 75.4 119.5 139.7 
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新興国における2010年時点の所得階層別人口構成比は、半数近く（19.2億人）が低所得

層となっていますが、2020年には約4割（18.4億人）が上位中間層、若しくは富裕層とな

ることが見込まれています。 

高成長を続けている新興国への資本流入が活発化し、2010年以降は400億ドル以上となっ

ています。 
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２－５ 全国の訪日外客数の推移           【日本政府観光局（JNTO）報道発表資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－６ 全国のSNSユーザー数の推移                【平成23年版情報通信白書】 

 

 

 

 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

Twitterの
利用者数

0 0 0 0 0 3,346

GREEの
ユーザー数

0 0 1,956 6,879 15,382 24,873

モバゲータウンの

ユーザー数
0 1,321 3,324 4,463 5,883 8,421

mixiの
ユーザー数

1,153 5,915 12,895 17,938 20,984 16,197
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2012年の年間の訪日外客数は、前年比34.6％増であり、震災等の影響からほぼ回復して

います。 

インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交流を支援するサービスであるソー

シャルネットワーキングサービスについては、利用者が大きく増加しています。 
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２－７ 全国のビッグデータ流通量の推移            【平成25年版情報通信白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
９産業（サービス業、情報通信業、運輸業、不動産業、金融・保険業、商業、電気・ガス・水道業、建設業、製造業）の合計 

 

 

３－１ 世界の医療市場              【「医療の国際化」経済産業省作成資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2005年の約0.4エクサバイトから2012年には、約2.2エクサバイトとなり、７年間で約5.5

倍に拡大しています。 

世界の医療市場は、2001年から2010年まで毎年平均8.7％で成長しており、2010年の市場

規模は500兆円を超えています。 
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３－２ 全国のテレワーカー数の推移       【国土交通省「テレワーク人口実態調査」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でＩＣＴを利用している人かつ、自分の所属する部署

のある場所以外で、ＩＣＴを利用できる環境において仕事を行う時間が１週間あたり８時間以上である人。 

 

３－３ 県内の農業生産関連事業を行っている農業経営体数    【世界農林業センサス2010】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレワーカー数は増加を続け、2012年には約1400万人となっています。 

自ら生産した農産物を用いて加工するなど、農業生産関連事業を行っている農業経営体

数は県内7,076経営体で、農業経営体数全体（15,612経営体）の45.3％となっています

（全国は20.9％）。最多は「消費者に直接販売」で、6,811経営体が行っています。 

農業生産関連事業を行っている農業経営体数

とその構成比 
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３－４ 全国の農業への参入法人数の推移            【農林水産省経営局作成資料】 

 

 

 

 

３－５ 全国の生活保護の被保護人員の推移        【平成23年被保護者全国一斉調査】 
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※毎年７月１日現在の人員数 

改正農地法の施行後、約３年６ヶ月で新たに1,261法人が参入しています。 

 

生活保護受給者は増加し続け、2011年には200万人を超えました。 

 

（法人） 
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３－６ 全国の労働力人口の推移                      【労働力調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※毎年1月の労働力人口 

 

４－１ 水素エネルギーの利用     【独立行政法人産業技術総合研究所・川崎市公表資料】 

 

 

 

 

 

川崎市は、千代田化工建設株式会社と包括協定を締結し、水素社会の実現を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働力人口は、1998年をピークに減少してきています。 

水素については、水素エンジンで燃焼させるほか、 酸素と反応させて電気を得る方法が

あり、研究開発が進められています。 
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４－２ 燃料電池車の本格導入                    【神奈川県広報資料】 

 

 

 

 

 

 
 

４－３ 全国の降水量50mm以上の年間発生回数の推移       【平成23年版国土交通白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015年から排気ガスを排出しない燃料電池車が市場に導入される見込みとなっていま

す。 

1999～2010年の「１時間降水量が50mm以上の年間発生回数」は、1976～1986年の約1.3倍

となっています。 
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４－４ 全国の土砂災害発生件数の推移              【平成23年版国土交通白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－５ 窒素酸化物（NOX）の年間排出量         【独立行政法人国立環境研究所資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2002～2011年の「土砂災害発生件数の年間平均」は、1982～1991年の約1.3倍となってい

ます。 

国内の窒素酸化物の年間排出量は減少していますが、中国や東南アジア等では増加して

います。 
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４－６  窒素酸化物（NOX）による汚染マップ       【独立行政法人国立環境研究所資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－７ 全国の絶滅のおそれのある動物種数     【環境省第４次レッドリスト掲載種数表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内の排出量が減少するにもかかわらず、汚染が続く見込みとなっています。 

2013年に環境省が公表した第４次レッドリストによると、評価対象の約42,000種のうち

1,338種が絶滅危惧種とされ、第３次レッドリストよりも336種増加しています。 

1980年 

2020年 

（現状維持型） 
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５－１ 首都直下地震の被害想定                        【内閣府資料】 

 

 

 

 

 

 

 

５－２ 全国の子どもの犯罪被害状況                【平成25年版警察白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012年の児童虐待事件の検挙件数は、前年より増加し、400件を超えました。 

2012年中の児童ポルノ事犯の検挙件数は、1,596件と過去最多となりました。 

首都直下地震の被害想定については、現在、内閣府において、見直しを行っているとこ

ろです。 
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５－３ 全国の女性の犯罪被害状況                  【平成25年版警察白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－４ 全国の高齢者の犯罪被害状況                【平成25年版警察白書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012年のストーカー事案及び配偶者からの暴力事案の認知件数は、ストーカー行為等の

規制等に関する法律及び配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律施行以

降、最多となりました。 

詐欺的商行為の被害者のうち高齢者が過半数を超えています。 
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５－５ 全国の交通事故死亡者数の推移               【警察庁交通事故統計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年８月末集計 

 

５－６ 全国の死亡場所の推移                     【厚生労働省資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通事故による死亡者は減少してきていますが、65歳以上の高齢者の割合が増加してい

ます。 

2009年の死亡場所は、病院が78.4％となっており、自宅は12.4％となっています。 

2,991 2,886 2,555 2,340 1,994 1,722 1,605 1,525 1,541 1,345 1,322

1,843
1,844

1,790
1,704

1,684
1,514 1,461 1,514 1,361

1,325 1,386

38.1 39.0
41.2 42.1

45.8 46.8 47.7
49.8

46.9
49.6 51.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

交通事故死亡者数の推移

65歳未満 65歳以上 65歳以上の構成率

人 %



- 16 - 

 

５－７ 人口10万人当たりの在宅療養支援病院数の状況           【厚生労働省資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－８ いじめ問題に対する新たな取組み                【文部科学省資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口10万人当たりの在宅療養支援病院は全国平均で0.41となっています。首都圏は平均

より低い状況となっています。 

2011年に中学生の男子生徒が自殺した事案を受け、文部科学省では、実態把握及び取組

状況に係る緊急調査や子ども安全対策室の設置を行うなど、いじめが大きな社会問題と

なりました。 
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５－９ 全国のいじめの認知（発生）件数、いじめ認知（発生）率の推移   

【文部科学省 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－10 全国の体罰の状況                       【文部科学省調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの認知（発生）件数、いじめの認知（発生）率ともに、小学校、中学校、高等学校

のすべてにおいて減少傾向にあります。 

部活動中に体罰を受けた男子高校生が自殺した事件などを受け、文部科学省が体罰の実

態について全国調査を行った結果、大量の教員が処分される大きな社会問題となりまし

た。 
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５－11 ブラック企業への取組み強化                  【厚生労働省公表資料】 

 

 

 

 

 
 

 

５－12 全国の社会保障給付費の状況                      【政府広報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若者の「使い捨て」が疑われる企業等への取組みを強化するとして、2013年８月８日に

厚生労働省が取組みを公表しました。 

社会保障給付費は増大し、税金や借入れ金等の投入も増大しています。 
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５－13 社会保障制度改革の提案                【社会保障制度改革国民会議報告書】 

 

 

 

 

５－14 全国の建設後50年以上経過したインフラの割合          【国土交通省資料】 

 

 

 

 

2010年度 2020年度 2030年度

道路橋
※約15万５千橋
（橋長15m以上）

約８％ 約２６％ 約５３％

排水機場、水門等
※約１万施設

約２３％ 約３７％ 約６０％

下水道管きょ
※総延長：約４３万km（注）

約２％ 約７％ 約１９％

港湾岸壁
約５千施設

約５％ 約２５％ 約５３％

 

20年後の2030年度には、道路橋は約8％が約53％、河川管理施設である排水機場・水門等

についても約23％が約60％、下水道管きょは約2％が約19％、港湾岸壁は約5％が約53％

と50年以上経過したインフラが急増する見込みです。 

2013年８月６日に社会保障制度改革国民会議が、国民健康保険の都道府県移行や年金の高

所得の高齢者の負担等について、提言しました。 

（注）岩手県、宮城県、福島県は調査対象外 
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５－15 インフラの維持管理推計                    【国土交通省調査】 

 

 

 

 

 

５－16 全国のサイバー犯罪の検挙状況                  【警察庁「統計」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012年中のサイバー犯罪の検挙件数は7,334件（前年比1,593件増、27.7%増）で、過去最

高を記録しました。 

 

国土交通省の試算によると、従来どおりの維持管理・更新を続けた場合、2037年度には維

持管理・更新費が投資総額を上回る見込みとなっています。 

2010年度 2037年度、維持管理・更新費が

2010年度総額を上回る。 

0より下の部分が2010年度を超え

る維持管理・更新費に相当。 

（年） 
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５－17 全国の特別支援学校在学者数の推移              【文部科学省調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－18 全国の空き家率の推移                    【住宅土地統計調査】 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※毎年10月現在の状況  

特別支援学校在学者数は増加し、2012年には121,815人に達しています。 

2008年の総住宅数に占める割合（空き家率）は13.1％と過去最高になっています。 
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６－１ 義務付け・枠付けの見直し                    【内閣府作成資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体の自治事務について、国が法令で事務の実施やその方法を縛っている義務付

け・枠付けについては、順次、見直しが進められています。 
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６－２ 国から地方への権限委譲の検討                  【内閣府作成資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、国から地方への事務や権限の委譲が一層加速する見込みです。 



- 24 - 

 

６－３ 社会保障と税の一体改革による地方税財源の充実          【総務省作成資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－４ 道州制議論の活発化                     【自由民主党作成資料】 

 

 

 

 

地方税法等の改正により、平成26年４月以降、社会保障経費の財源となる地方税財源が充

実する見込みです。 

政府与党において、道州制基本法案が作成されるなど、道州制をめぐる議論が活発化して

います。 


